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"悪妻ながら”

地方財政と公営ギャンブルとのくされ縁は，昭和

23年にはじまった。競輪，競馬その他の国家公認

ギャンブル収入は自治体の一つのドル箱になって

いる。悪妻ながら離婚は到底できないという嘆き

の自治体は，全国にわたってすくなくない現状で

ある。競輪に限ってみれば，今日のところ競輪場

総数は51ケ所あるが，売上成績の全團順位からい

うとおよそ半数は首都圏に属している。首都圏が

わが国最大のギャンブル圏であるという動かぬ証

拠は，つぎの第１表をみても明らかである。この

財政収入の市民的健康性

特集・都市化と財政

ギャンブル収入をめぐって

早瀬利雄

表1―昭和45年度競輪場別車券売上高表＜上位20位＞



事実はいったい何ごとを物がたっているのであろ

うか。

首都圏計画などといっでも，中央部から周辺部に

いたるまで「とばく」場だらけの計画を先行せし

めていたのである。公営ギャンブル悪妻論め現実

的根拠は，第２表のギャンブル収益金の地方税収

入に対する比率をもってすれば自明的である。50

自治体を順位別にまとめで比較してみると，やは

,り半数の25市が，首都圏に属していることがわか

る。税収入の１倍半から２倍半以上というおそろ

しい状況の３自治体をのぞくと，トップの立川市

では81.27％，小田原市では64.76％,伊東市では

60.81％,ついで平塚43.49％,それ以下10％以上

というのが15市にもおよんでいる。首都圏に集中

している有カギヤ｢シブル都市の実情は，自治体の

財政収入が高率にギャンブル収益に依存してお

り，三割自納の実態の穴埋めが封建時代以来のや

くざ商売でなりたっていることを実証している。

この事実ぼ，国の自治体政策がいかに無策放任の

ものであるか，地方行財政の実情に対してほおか

49

表２―昭和44年度施行者別収益金対税収入比較表＜主要なもの抜すい＞



むり主義を貫き通してきたことを物がたってい

る。自治体の台所からいえば，ギャンブル胴元と

してテラ銭収益は有力な財源の１つであるから手

放しにくくなるのは理の当然である。親方日の丸

といって頼りにできない現状ではなおさらのこと

である。第3表でもわかるように，まだキャンブ

レ廃止を完了していない大都市＜東京，横浜，名

古屋など＞の対税収比率は2％以下であっても

行財政需要の激増過程の今日，その実額は小学校

の数校が建築できるほどのものであるからには，

噴重な財源価値たるをうしなわない。社会的理念

からいってギャンブルは好ましいものではないこ

とはわかっていても，財政当局や経済局の立場一

事業と台所-からいえば，わらをもつかむみた

いな気持で財源の発掘に苦心しているのであるか

ら，この種の収入をもうしなうことはつらいので

ある。首都圏現象の影響をもろにかぶっている横

浜市などは,横浜固有の限界以外の諸要因に対処

するためにぼとんど財源を吐きつくしているので

ある。

2－ギャンブル廃止こそ正しい世論

以上白ような現状をふまえながらも，なおかつ公

営ギャンブル廃止の声が高揚しつづあるのは何故

か。旧六大市その他の諸都市でも，すでにギャン
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ブル廃止を断行し＜京都，大阪，神戸＞,廃止を

決定し＜東京，京都府，大阪府，奈良＞，あるい

は調査会から廃止の答申をうけている＜横浜，名

古屋，一ノ宮＞。とくに，今日ようやく旧六大市

＜東京,横浜，名古屋，京都，大阪，神戸＞が勢

揃いしてギャンブル廃止にふみきるという自治体

　としての正しい政治的姿勢が確立されるようにな

　っだことについては，大都市住民はこの客観的事

　実がもつ意味を，十分に自覚し認識すべきだと思

　う。これらの大都市も財政的余剰の蓄積があって

　の廃止措置でばないのである。今日の都市問題山

　積の段階では財源はいくらあっても足りない。い

　わんや国の政治が地方財政に対して冷淡である今

　日の状況の下では，よほどの政治的決意と社会的

理念の自覚がなければ断行し得ないことなのであ

る。旧六大市が示すにいたったギャンブル廃止の

自主的決定は,革新市政の発展,市民参加の態勢，

世論の汲み上げ，あぐらをかいている国の政治へ

の批判意識などの主体的諸条件の成熟がもだらし

た業績であるといってよい。とはいえ，自治体に

　よる廃止は全面的廃止でなく，弾力性をもたして

　行なうしかない段階的選択的廃止である。本来は

　諸般の公営ギャンブルの開始は政府が政治的決定

　を行なった結果であるのだから，廃止についても

　政府が政治的決定をもって責任ある措置を講ずべ

　き性質のもので，責任を他になすりつけるべきも

　のではないはずである。廃止措置は決議すれば片

　づくといったものではない，それはたいへんな金

　のかかるあと始未である。それぞれの関係者に対

　する補償と欠如する財源のことを考えると，自治

　体め台所にとっては頭の痛い話である。やめたけ

　れば勝手にやめろ，あとは地方債など面倒はみな

　いぞという自治省あたりの考え方は，根本的にま

　ちがっているといわねばならない。それは政治的

　責任のないたんなる官僚行政にすぎない。国民か

　らみてそれでは政府とはいえなかろう

表３―昭和44年度施行者別収益金対税収入比較表



廃止の断行についてはは，まだ問題はのこっている

が，都府県の段階でも神奈川県をめぞぐとし,東京

都，愛知県,京都府，大阪府，兵庫県＜完了＞―

つまり旧六大市の所在する上級自詣体－は，その

いきさつは同様ではないけれども廃止の方針をう

ち出している。このように頭をそろえてきた代表

的な自治体の政治的決意に対しては，市民世論は

賢明にして誠意ある対応をもって支持をあたえる

動向を示しつつある。1968年の社会調査研究所の

調査結果によってみても，ギャンブル廃止支持は

およそ60％におよび，廃止反対は17％にすぎなか

ったのである。今こそ国民のコンヤンナスが喚起

されなければならないときである。ギャンブル収

益を貴重な財源とする自治体の行財政の運命につ

いて，今こそ真けんに考えるべきである。昔から

　「とばく」は深みにはいるほど足がぬけないとは

やくざ社会の本性である。自治体がギャンブルか

ら足をぬこうとすると，そうはさせぬとからみつ

く反対勢力の在り方は，まったくやぐざ社会の現

出ではないか。美濃部知事のギャンブル廃止宣言

に対してとった関係諸団体の言動，政府・与党の

態度などは，それを実証している。また，政府に

よってギャンブルに身を売られた自治体は，おや

じに身を売られたお女郎のようなものである｡か

せぎにかせいでもますます借金がかさんで足ぬき

ができないという哀史に似ている。

ギャンブルの関係諸団体や政府，与党は日本憲法

の精神を忘れてしまっておるのではなかろうか。

国民の生活は健全で文化的なものでなければなら

ず，それを最後の１人まで国民すべてのために確

保するように努力することが政治というものであ

る。射倖心をあおり中下層大衆のなけなしの金を

しぼりとる仕組みを考え出すなどは，資本の利潤

追及にあけくれる独占企業家のやることで，憲法

精神の具現者たるべき政治家の行なうことではな

い。それを大衆娯楽だのレジャー，レクリエージ

１＞長期の辛抱づよい財政的努力をしないで，い

とも手軽に大金を手に入れるというのは，地方自

治体財政としては正常な在り方とはいえないので

はなかろうか＜注２＞。

＜注１＞井出嘉憲著，地方自治の政治学，東大出版会

Ｐ.230.

＜注2＞高橋勇悦著，ギャンブル社会，日経新書

p.72－73.

最高法たる憲法が定めた政治の出発点ともみるべ

き条項はなんであるか。第25条の「健康で文化的

な生活を国民全部に保障する」というしのが即ちそ

れである。民主主義政治の最大の標はそこにあ

るといってよい。この目標は，自治体レベルの政

治＜行財政＞をも貫通する原理々あることは論ず

るまでもないところであって,国の政治がこれを

無視しているからといって，自治体もそれになら

　うべき性質のものではない。入国がやらなければ，

国の政治よりもはるかにキメ細かく住民の生活実

態に近接する自治体こそが実践すベき政治目標で

ある。今日の自治体は成長して地方行政以上の地

方政治の主体となったの｡である。その意味におい

ては，憲法の定める政治の目標をないがしろにす

る国の政治の在り方に対して，自覚をもった白治

体が勢揃いし，あぐらをかいた政府に挑戦する正

しい政治的姿勢を確立するどいうことは，日本の

現状から推してきわめてめぞましいことであるると

いってよい。「健康な文化的生活の保障」という
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ョンなどと煙幕をはりめぐらす論理は不健全であ

る。これを真けんに娯楽だと考えている人間は，

自分か不健康におちいっておることを自覚してい

ない無知の証拠だ。人間は労せずして獲得できる

余剰の夢にとすつかれると不健康な人間になる。

虚構の世界を相手にすると，自治体もまた不健康

な性格をもつよ引こなる｡危険を免かれない。＜注

3 行財政の合宜主義を排す



政治的価値は高価なものである。これを実現しよ

うとする地方行財政も，可能なる限り健康な状態

におかれていなければならないのである。財政収

入の市民的健康性がうしなわれるならば，如上の

政治的価値は合理的な妥当性を主張することがで

きなくなり，目的のためには手段をえらばないと

いう合宜主義政治におちいってしまう。今日の国

の政治は，公益ギャンブル制度に安易に依存した

まま,憲法の定めた政治目的をけとばしてしまい，

地方自治体を敢えてトバクの胴元に仕立ててはば

姿勢に対するたたかいのノロシである。

横浜市は東京都についで昭和46年10月，競輪問題

調査会からギャンブル廃止方針をうち出した答申

をうけとった。飛鳥田市長はこの答申を全面的に

受容する声明を発表した。答申の要旨をかかげる

とつぎの通りで｡ある

過した昭和45年度までに56億8,274万円の収益をあげ。

これを教育，住宅，道路，社会福祉等の各建設事業に充

当活用している。

ちなみに，市税収入に対する競輪収益の比率をみると，

競輪開始年度の昭和25年度においては0.7パーセント

＜収益金1,657万円＞であったが，以後増大の傾向を示

し，昭和45年度においては1.4パーセント＜収益金６億

9,900万円＞に上昇している。

このように競輪収益が伸長していることは，競輪が一部

大衆の射倖的娯楽の役割を果たし，ファン層の定着化と

つらなっている事実をものがたっている。

ところで，近年における経済社会の発展は，本市におい

て他都市に比類のない人口急増をもたらし，いきおい諸

般の行・財政需要は，年々増大の傾向を示している。

また，終戦以来の長期接収による公私の被害も甚大であ

る。このような状況に対し，現行の税・財政制度による

財源のみでは対応しがたく，それゆえに競輪収益の限界

価値は，かなり高いものといえるであろう。

しかしながら，社会的に幾多の問題を生じている競輪事

業について，市民世論の動向および社会理念にてらして

みると，国が地方財政の健全化に関する本筋の財政措置

をかえりみず，地方財政の補強策をギャンブル事業に肩

がわりせしめ，国民に法の禁ずる賭博行為を公認奨励す

るなどは，政治の大なる誤謬と考えられる。

すでに，自転車競技法の立法の直接根拠たる自転車産業

の振興および戦災復興事業も遂行せられ，所期の目的も

成就された今日，大都市の横浜市としては，進んで地方

自治行政の姿勢を正し，全市民の安全と福祉のため，あ

らゆる社会悪，公害を排除してゆく明るい市政の方向を

確立する使命を負っているものと信ずる。

以上の観点から，本調査会は次のように答申する。

将来横浜市は，財政事情の動向を勘案したうえで，市営

競輪事業を廃止する方針をもって，段階的計画を確立す

ることを望む。

したがって，現行の市営競輪は，行・財政需要の増大傾

向および市財政の窮状にかんがみ，廃止までの当面の策

どしては，現行制度の問題点の是正をはかりつつ運営せ

ざるを得ないものと考える｡

1　廃止方針に基づく行･財政措置

〔答申〕

横浜市は，戦後の荒廃した市域の復興と民生安定のた

め，窮乏した市財政を補強する窮余の一策として，昭

和25年に競輪事業の施行に踏みきった。以来20年を経

ブル法は憲法違反のようなものである。

六大都市といえども，何も行財政に余剰の蓄積が

あってギャンブルの廃止を唱えておるものではな

い。苦難の財政状況にもかかわらず，敢えて廃止

の政策にふみきった根拠は，貧しくても筋の通っ

た財政収入り市民的健康性を確立するとともに，

自治体政治に正しい姿勢をとりもどして，国の政

治のあやまりに挑戦しよこうというにある。自治体

政治の年来の念願は三割以下の自治を10割自治に

改革すること,それがために必要な財政的余剰の

裏づけを国からも獲得することにある。ギャンブ

ル収入口ような,市民的健康性の原則に背反する

財政収入を，政治的勇気をふるってカットしよう

とする自亜体の決意は，ひんまがった国の政治的

からないというやくざ政治と化している。ギャン
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廃止の方針に基づく諸般の行・財政措置にっいては，特

に次のような諸点を配慮する必要があると考える｡

＜１＞国に対して，従来横浜市がおかれた独自の窮状を

訴え，次の諸点を強調し，財源の再配分等について，実

現の促進を要望すること。

ア　首都圏計画のあおりによる過密大都市化およびベッ

ドタウン化

イ　長期接収都市としての多大なる被害

ウ　現下緊急を要する都市再開発および大地震対策上の

避難道路，避難拠点づくり等

＜2＞廃止にともなう財政計画上の問題点については，

具体的な廃止方策をたて，年々の予算計画の中で調整消

化していくよう配慮すること。

＜３＞競輪場施設会社に対し適切な措置を講ずること。

＜４＞各関係方面および全従業員に対する適切な措置を

講ずること。

以上の諸般の措置および廃止の時期の決定については，

廃止計画のための機関を設けて，その推進をはかること

が望ましい。

２　当面の運営方法について

競輪に関する運営状況を調査してみた結果，現行制度に

は，改革することが必要と考えられる面が多々あるの

で，廃止の方針および計画の確立とともに次の諸点につ

いて考慮することが望ましい。

＜１＞競輪事業は，ギャンブか性を是正するために，現

行の法定控除率＜25パーセント＞を低率化するよう国に

対して要望すること。

＜２＞競輪開催日および車券発売制度について検討する

こと。

＜３＞売店および飲食物の衛生管理方式を統一化し,あ

わせて清掃管理の改善をはかること。

＜４＞競輪場の駐車場は狭隆のため駐車困難な状況にか

んがみ，バス以外の車の乗入れを制限もしくは禁止する

方策を考慮すること。

＜５＞競輪場付近，周辺道路等における不法な露店，物

品販売，賭博類似行為を取締まること。

＜６＞競輪公害に悩む地元町内会および周辺地域に対し

て，しかるべき助成措置を講ずること。

＜７＞市営競輪事業と競輪場施設会社との関係について

現行方式の是非を検討する一方，事業運営の適正および

効率化をはかるうえから，一部事務組合方式等につい

て研究すること。

3　花月園競輪場に対する利用措置

競輪場としての花月園は，生活環境，交通，防犯，教育

等諸般の角度かち比較検討してみても，悪い立地条件を

もつ場所と考えられる。のみならず，現下緊急を要する

本市の都市再開発計画および大地震対策上の見地から

しても県市ともに公用地や緑地帯の不足が叫ばれてい

る今日，競輪場を撤去することによらて，これを有事の

際の避難タンターに充て,あわせて全市民の文化的福祉

的施設として活用することが望ましいと考える。

以上それぞれの事項に関連する諸問題にっいては,主催

者たる神奈川県および横須賀市との三者協議会を設け

て解決をはかる必要があると考える。

公営ギャンブルはなんのために制度化されたので

あろうか。その法律制定の沿革をみると，敗戦後

のインフレ時代の,どさくさにまぎれての政治的行

詰りか生んだ産物である。たとえば，昭和23年8

月１日の法律第209号制定の「自転車競技法｣な

るものをみればわかるように，時限法とはいえ奇

妙な目的怯になっている。その第１条には自転車

産業の振興をはかること,それとともに地方財政

の健全化をはかるため，この法律により自転車競

走を行なうことができると規定された。つまりニ

頭の蛇のように，異なった性質の2つの目的が同

一の手段によって遂行されるという奇体な法律な

のである。このような特異な立法は法理学上の妥

当性もうたがわしいが，特別法として認められ再

三の改正を経て今日にいたっている。戦災からの

都市復興や行政需要の増大で財政的脆弱になやん，

だあげく，一石二鳥方式で案出しだ悪法なのであ

る。当時，中小企業の一部である自転車産業の振

興を図るという理由はたしかに存在した。だが，

同様の問題は自転車産業だけに限ったことではな

4 国の政治の重大な誤り
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産業だけを特に振興するために国が特別法をつく

るというのでは，おそらく議会を通過させること

はできないし，国民も納得せぬだろう。そこで，

　「都道府県及び人口，財政等を勘案して自治大臣

が指定する市町村は，地方財政の健全化をはかる

ため，自転車競争を行なうことができる」という

ように，主催者を自治体に限定し，地方財政の補

強という大義名分を考え出したものである。社会

党はこの地方財政云々の妙薬についひっかかって

しまったのである。その仕組みがていのよい「と

ばく」システムであることは，法の第７条におい

てはじめて規定が出てくる。だから，第１条から

第7条までをひっくるめていうならば，地方財政

の健全化と自転車産業の振興をはかるだめ，地方

自治体は胴元となり，自転車屋と力をあわせて，

　「とばく」のやり方で自転車競走を催し，テラ銭

　をかせぐことができるということになった。自転

車競技場なるものは賭博場である。自治体は胴元

であり，自転車屋や自転車学校はサイコロ提供者

である。こうして得たテラ銭は健全な財政収入だ

そうで，政府はみょう加金を売上からしぼりとる

　という関八州取締役めいた仕組みである。いかに

　一般法＜刑法＞に優先する特別法とはいえ，明ら

　かに刑法で禁止している「とばく」行為である。

公序良俗に反する「とばく」禁止は，仲間があみ

　だで焼きいもを買う金ぐらいの程度の遊びでも，

　ぴしぴし検挙されるというきびしさをもったもの

　である。それを大規模にしたものが公序良俗に反

しないという理由はなにもない。公序良俗に反す

　るような事柄を法律につくるということは，まさ

　しく憲法違反である。この法律でみとめた「とば

く」行為が，地方財政の健全化-地方財政収入

の市民的健康性-という同じ法律の中での目的

に対応せしめて，適正なものなりやいなやは，厳

密な学問的検討を要する問題である。「健全化」

とばいったい何か。売上高がふえてテラ銭が増大

すること，どんな性質の金でもよいから増収とな

ってくれること，結果として収支のバランスが成

　り立てばよいというようなことを意味するもので

　あろうか。公序良俗に反するというので一般法で

　は禁止しだ事項を，特別法では容認するというよ

　うな法律体系は，正しく合理的であるべき立法精

　神の矛盾ではないであろうか。立法手続きとして

は，国会で議決したのであるから形式的適法性は

これを欠いてはいない。そして法体系の中の特別

法であるのだから，一般法には優先するという法

の形式的妥当性は認められよう。だが，その実質

的合理性を民主主義社会の法理学的立場から考察

してみれば甚だおかしいのではないか。目的規定

にしても，自転車産業の振興が主だる目的なのか

地方財政健全化が主目的なのか不明確である。お

そらくは後者であろうと思うが，もしも同時同等

の目的であるという,解釈が行なわれるとすると，

一方の自転車産業は公営企業ではなく民間私企業

の一つの分野にすぎない。これに対して地方財政

は自治体という公共団体のものである。いわば公

私レベルを異にする二つの目的が混同されて同時

同等性を主張するということになる。このような

公私不同一のレベルの目的を共同化し，しかも

　「とばく」行為の事業を公営事業として営ませる

ということは，理論的合理性を欠いている。まっ

たくの合宜主義的立法でしかない。第１条の「事

業の振興に寄与するとともに」という法文はすじ

の通らぬ文句である。

政府や自治体が民間の産業の振興をはかるという

産業政策は,「とばく」行為をシステムとするの

ではなく，奨励助成金を与えるとか，中小企業金

かったはずである。一部の業界ボスと政界ボスの

結合勢力がでっちあげた一つの目的規定である。

そこにどんな秘密取引があったかなかったかは別

として，計18名の代議士の連署になる議員法案と

して提出のはこびとなったものだ。だが，自転車
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融の便をはかるとか，機械貸与制度とか，通産省

が毎年自転車新製品の品評会を主催し優賞金を与

えるとか，一つの目的のために公私が共同すると

いうことはあり得る。競技法における目的の不統

一，手段の不法性ということは特別法だからとい

つて免かれないと考える。現行の自転車競技法は

昭和41年６月30日法律第98号で改正になったもの

であるが,目的規定は前よりも奇妙なつぎはぎ規

定となっている。「自転車その他の機械の改良及

び輸出の振興，機械工業の合理化並びに体育事業

その他の公益の増進を目的とする事業の振興に寄

与するとともに，地方財政の健全化を図るため」

という複合的なものになっている。このならびた

てた諸目的の複合化は，いったいどのような根拠

にもとづいているのであろうか。地方財政も大へ

んな事業目的のかね合いにひき出されたものだ。

この文句は通産省か自治省かの苦心の作であろう

が，あまり頭のよい労作とはいえぬ。再三提出さ

れた社会党からの公営ギャンブル廃止案と世論の

はげしい攻撃をさけて，時限法を永久法に改正す

るため，収益金からの社会的寄付行為を正当化し

たにすぎない文句である。競技法の最初の日的は

果された段階であるが，スポーツを奨励し社会福

横浜市は神奈川県，横須賀市とともに花月園観光

の自転車競技場を借上げ，市は年４回の開催を住行

なっている。その売上総額および収益状況，市予

算におけるそれの充当使途は，第３表以下によっ

て知ることができる。横浜市にとっては，公営ギ

ャンブル＜競輪のみ＞の財政収入への貢献度は対

税収で2%にも満たない低率である。1969年の発

表では全国の市町村レベルでの平均は13.09％と。

なっていたから，横浜市財政における比重ははる

かに低位であるといってよい。だが,7，8億円

の実収が経常費でなく，教育，土木などの投資的

経費をまかなう自由支出にあてられるとすればや

はり貴重である。このような支出目的は，全国都

市で最高の人口増をつづけつつある横浜市として

は妥当なものであり,不足財源を補充する上にお

いて大いに役だっている。だが，こめ支出目的の

妥当性は，財源そのものがギャンブル収益の増加

によって補充されるとしても，他方では収益源泉

が社会悪的影響をはらむ度合がますます拡大され

５ 財源の健康性のために
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祉事業を助成するのだから公営ギャンブルの存

続は社会の利益である，という合理化思想にすぎ

ない＜第1表参照＞。これらの助成行為が公共自

治体に委託されないで，民間の自転車屋団体に委

託されているということもまた妙である。いろい

ろと問題のあった日本自転車振興会の公営ギャン

ブル機構の中での存在理由について公共性を与

え，公営事業性をもって世間の目をくらます効果

をねらったものというほかはない。総じて，自転

車競技法の目的を複合化したことの真意は，公営

とはいえ「とばく｣行為を是認することであるこ

のギャンブル法の，社会的正当性をなんとか主張

しようと企だてた点に認められる。明らかに国の

政治の重大な誤謬である。

表4-横浜市競馬競輪事業収益状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜単位:万円＞



るという矛盾をふくんでいる。

ギャンブル収益の増収を期待す

ることは，反面では市民のより

多くの人間がギャンブル，ファ

ンと化することを期待するとい

う含蓄をもたざるを得ない理で

ある。そんな期待が，健康で文

化的な市民生活を期待する政治

意識と本質的に矛盾したもので

あることは自明的である。いう

までもなく，財政収入の市民的

健康性をギャンブル収益に求め

ようとするならば，それはいさ

さかの社会的理念をもともなわ

ない強弁というほかない。日本

自転車振興会が，「競輪の収益

はこんなに社会福祉に役だって

おります」といって老人ホーム

のスナップを出してみせるテレ

ビ宣伝をますます執ようにくり

かえしておることは，ギャンブ

ル収入に，財政収入の市民的健

康性を要求する叫び声のように

私には聞こえる。だが，そのよ

うな宣伝を強化し，ファンがふ

えるほど，不健康な社会悪的影

響は拡大しておるのである。こ

の収益の痛しかゆしという性格

は到底払拭しきれない本質をも

っている。公営ギャンブルは廃

止するほかはないのである。

＜横浜市立大学名誉教授・文博＞
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表5-横浜市競輪事業収益金使途内訳
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